



























































⑴　WHO, WHO Director-General's opening remarks at the media briefing on COVID-19-11 March 
2020, available at https://www.who.int/dg/speeches/detail/who-director-general-s-opening-
remarks-at-the-media-briefing-on-covid-19---11-march-2020.






































































































































緊急事態における手続き変更・解釈変更 ― マスク・手指消毒薬不足に対しての財務省の応答 ―
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緊急事態における手続き変更・解釈変更 ― マスク・手指消毒薬不足に対しての財務省の応答 ―
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より，われわれ市民の間に広く提供されるべき慈善・救恤寄贈免税の機会が，事実上，ご
く一部の人のみが受けられる特権のようなものに帰してしまっていることが強く懸念され
るのである。
Ⅳ．結語
　本事例において慈善・救恤寄贈免税の対象となったマスクは，日本各地の病院に寄贈さ
れ，新型コロナウイルス感染症による医療崩壊を食い止める一助となった。また，その購
入資金となった寄附金は，クラウドファンディングを通じて，医療現場を助けるという趣
旨に賛同した市民から募られたものである。このような公共的な性格を強く帯びるマスク
の輸入が関税などの免除という課税上の優遇に値するものでなかったということは困難で
あろう。
　しかし，Ⅱ・Ⅲの確認・整理を通じて，そのための法律上の根拠が盤石なものであると
明らかになることはなく，むしろ，従前から行われてきた大規模な自然災害の被災者の救
援への適用と比較しても，法的根拠の不明確さ・不確かさは大きくなっているとすらいわ
ざるを得ない状況であることが確認された。また，本事例においては，被災者救援とは異
なり，慈善・救恤寄贈免税を受ける前提となる慈善・救恤のための「寄贈」という法的評
価についても一定の疑義は呈しうる。病院などの医療機関は，患者から診察料を受け取り，
自らの計算で経営されるものであり，医療従事者は多くの場合そこで被雇用者として働い
ているものである。したがって，マスクの価格の高騰についても，その事業活動の計算で
処理されることが本来であるはずであり，突然の災害により生活の基盤を失った被災者や，
社会福祉施設などで保護されている人々とは自ずから立場が異なるのではないかと考えら
れるのである（38）。
　また，関税などの免除という課税上の利益を受けた主体がマスクの寄贈を受ける病院で
はなく，寄贈するマスクを用意したＡ法人・Ｂ社であったという点も，慈善・救恤寄贈免
税の適用という結果の妥当性に疑義を生じさせるものというべきかもしれない。すなわち，
一般に，被救恤者が寄贈を受ける場合，関税の支払いができないために救恤品を保税地域
から引き取ることができないという事態が想定されるが，本件においては，慈善・救恤寄
贈免税の適用が受けられなかったとしても，寄贈するマスクの数が受けられる場合と比較
して減少することとなっていたであろうことは確かであるものの，関税などの支払い自体
には問題がなく，マスクを保税地域から引き取ることができないというような事態は生じ
なかったと考えられる。慈善・救恤寄贈免税の趣旨目的が，慈善や救恤を必要とする受贈
者が関税などを負担できないことで寄贈された物品を手にできないという事態を回避する
ことにのみあるのかは明らかではないものの，免税の必要性が相対的に低かったことは間
違いがないのである。
㉟　前掲注㉞も参照。
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岡　法（70―１）
五八
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　それゆえ，慈善・救恤寄贈免税の対象となったことが「関税に関する法律の規定に従つ
ていなかつた」として関税法７条の18第１項に基づく更正などが行われる可能性は，潜在
的には今なお存在するといえる。このような不安定な状況を改善・解消するための慈善・
救恤寄贈免税に関する研究・検討の必要性は相当に高いのである。
　慈善・救恤寄贈免税やその運用について研究・検討を要する事項は多岐にわたるが，大
きくは，次の２つに分けることができよう。すなわち，１つは，慈善・救恤寄贈免税を受
けようとする者に対して関税定率法施行令20条が課している手続き上の要求の法的性格で
あり，もう１つは，慈善・救恤寄贈免税の柔軟な運用について通達などの正式な文書では
なく税関ウェブサイトを通じた情報発信が繰り返し行われてきたことが信義則の適用の可
能性を高めるといった形で租税法律関係に影響を及ぼすことがあるのか ― あるいは及
ぼすべきなのか ― という点である。
　そして，いずれについても，慈善・救恤寄贈免税をはじめとする特定用途免税について，
あくまでも「免除」という法形式が採用されているという建付けが，緊急事態の発生に際
して，課税実務上，必ずしも明確な根拠なく同条の手続きを省略するという運用の法的評
価にどのように影響するのかを解明することは重要となるであろう（38）。なぜなら，関税定
率法18条１項各号が非課税などの（消極的な）課税要件を定めているとすれば，その内容
についての政令の定めの法的性格は課税要件の具体化・明確化でしかありえず，課税実務
において明示の法的根拠なく省略することは課税要件法律主義の潜脱として許されるはず
がないからである。「免除」という特殊な法形式であるからこそ，別の法的な性格を帯びる
可能性があるといえる。また，そのような特殊な建付けであることが，柔軟な対応を行っ
ているという事実のみを税関ウェブサイト上で情報提供する動機となった可能性も考えら
れるのである。
　本稿ではこれらの課題の洗い出しを行うに留まり，その内容について具体的に取り組む
までには至らなかったが，今後とも研究・検討を進め，近い将来において機会を改めてそ
の内容を示すこととしたい。
　（なお，本稿脱稿後に税関ウェブサイト上において「『令和２年７月豪雨』の被害に対応
した税関手続について」と題するお知らせが2020年７月31日付で公開され，その中で慈善・
救恤免税の手続きの簡素化がアナウンスされた。免税の対象および申告様式は熊本地震の
際と同一である。）
㊱　この研究・検討にあたっては，なぜ「免除」という法形式が用いられているのかという点も明
らかにすることが必要であろうが，そのためには慈善・救恤寄贈免税の立法趣旨を解明すること
が求められよう。そして，その際には，慈善・救恤を目的とする寄贈であっても，あくまでも輸
入という局面を経なければ消費税の負担がなくなるわけではない ― すなわち，国内にある物
品を寄贈する場合において消費税を還付する措置が設けられているわけではない ― という差
異に注目することから出発することが有用であるかもしれない。なお，慈善・救恤寄贈免税の立
法趣旨に関する従来の説明は「社会政策上の考慮に基づく」といったものにとどまっている。大
蔵省関税研究会・前掲注⑻283頁参照。
